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災害時の妊産婦救護所における危機管理体制の研究 

 

分担研究者 中尾 博之（兵庫医科大学 救急・災害医学講座） 

 

研究要旨 

 災害時要援護者は、災害時に本来特に守られるべき対象であるが、公助の限界となる状

況では、自助・共助に努めざるを得ない。災害時における災害時要援護者の自助・共助の

立場から防災システムのあり方について検討した。 

①  災害時の妊産婦対応：使い捨て哺乳瓶の使用について 

地域コミュニティを中心とした自助・共助における妊産婦の使い捨て哺乳瓶の利便性につ

いて調査した。日ごろからの使用慣れが必要であり、ストックコストやごみ処理問題が発

生する可能性がある。 

② 妊産婦情報を集約するシステムの開発 

母子手帳の構成を見本にして、①サイト概要、②問診票、③災害時の豆知識の提供、④母

子手帳記録、⑤災害時の位置情報提示機能、⑥データ管理(集計)、から構成されるアプリ

を開発した。また、現場の救護所内にWi-Fi環境があれば戸外の通信状況が悪くとも、救護

所ごとに設置されたコンピューター上で、妊産婦の状況、人数、位置に関する集計を行う

ことが可能となる。日常からの利用をすることによって、救護所での妊婦の整理を行う手

間が省くことができる。なお、この方式は妊婦に限らず一般避難所内での被災者管理にも

応用できる可能性を秘めている。 

③ 災害時要援護者の自助・共助のシステム  

1) 医薬品、疾患別特殊栄養などの備蓄が個人でできるように医療機関から処方できる仕組

み、2) 医療機関への通院時などの機会をとらえた災害時対応に関する教育体制の構築、3) 

災害時要援護者名簿作成の促進(情報の集約）や災害時要援護者の状態に関する情報(個人

の情報の修得手段の確立）によって、日常から利用されるしくみが可能かもしれない。こ

れらを支援するのは、「地域の日常診療における基礎体力」であり、医療における自助・

共助が発揮されて早く災害前の医療レベルに復帰できるであろう。この基礎体力を支える

ものは、日常診療における情報収集、保健師の活動、地方行政による老人関連施設入所者

の把握であり、これらを有機的につなげるシステムこそが日常診療から継続的になされる

防災システムとなると考える。 

 

A. 研究目的 

 災害時要援護者は、災害時に本来特に守られる

べき対象であるが、医療資源が枯渇した状況にお

いては平時の様に万全には対応がなされえない。

このように公助の限界となる状況では、自助・共

助に努めざるを得ない。 

 ① 平成 25年度は、妊産婦に欠かせない哺乳瓶

の利用について検討した。これは哺乳瓶の利用を

例として、災害時の消耗品のあり方について検討

したものである。 

 ② 平成26年度の本研究ではスマートフォンを

用いた母子手帳の簡易電子化を実現した。これは、

災害時の情報の集約に向けた日常から取り組むこ

とが可能な仕組みの開発である。 

 ③ 平成 27 年度では、平成 25、26 年度の研究

を踏まえて、災害時における災害時要援護者の自

助・共助の立場から防災システムのあり方につい

て検討した。 
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B. 研究方法(以下、上記年度の①、②、③に対応） 

①  使い捨て哺乳瓶の使用について：人工母乳の

授乳を確保するため、使い捨て哺乳瓶の使用に

ついて、東京大学医学部附属病院の授乳にかか

わる病棟・部署の看護師・助産婦にアンケート

調査を行った。 

調査項目: 

a. 使い捨て哺乳瓶の利用が有用な場合 

b. 使い捨て哺乳瓶の利点と欠点 

c. 組み立て式と組み立て不要式について 

d. 適切な予想価格帯 

② 妊産婦情報を集約するシステムの開発：シス

テム機能 

母子手帳の構成を見本にして、このアプリはア）

問診票、イ）災害時の豆知識の提供、ウ）母子手

帳記録、エ）災害時の位置情報提示機能、カ）デ

ータ管理(集計)、から構成されている。 

(ア)問診票：災害時現在の妊婦の身体状況を救護所

などで、妊婦数、1歳以下の乳児数、妊婦の傷

病有無、妊娠状況などを入力する。送信されれ

ば、自動的に集計される。 

(イ)平時から災害時の心構えや準備品、災害遭遇時

の対応について知ることができる。普段からの

関心によって減災に結び付けたい。 

(ウ)母子手帳記録：妊娠後母子手帳の交付を受けれ

ば、妊婦各自のスマートフォンにアプリをダウ

ンロードしておき、平時から母子手帳をスマー

トフォンのカメラ機能にて撮影記録しておく。

医師からの注意点、経過、連絡先、かかりつけ

医など特有の妊婦情報を記録できる。 

(エ)災害時の位置情報提示機能：各スマートフォン

の位置情報をONにしておけばGPSにより妊婦の

位置がわかるため、集計時に救護所などに滞在

している妊婦数が把握できる。 

(オ)データ管理(集計)：イ）、エ）からのデータを

自動的に集計し、CSV形式にて書き出しができ

る。 

 

C. 結果 

①使い捨て哺乳瓶の使用について： 

i. 母体から直接授乳できない場合、生活用水の使

用制限がある場合(洗浄が不要)に有用である

という意見が多かった。 

ii. 洗浄・消毒が不要であるが、ごみが増え、コス

トが高くなると指摘している。 

iii. 組み立て式は構造的に弱くても使い捨てであ

れば支障がない。むしろゴミとなることを考

えれば組み立て式の方がよい。また、自ごろ

から練習用の哺乳瓶を用いておくことも必要

である。日頃の収納の場所を取らないことを

指摘している。 

iv. 1本当たり、50円から500円まで妥当であると感

じると、価格帯が広い。 

v. 自由意見としては、抵抗力の弱い乳児には使

い捨て哺乳瓶が不可欠な対策である。また、

組み立て式はケースに入っているため損傷す

る危険が低く、持ち運びに便利である。 

②妊産婦情報を集約するシステムの開発： 

このシステムを実際に用いて災害訓練などで

模擬使用を行うことはできなかったが、災害時に

妊婦の場所、妊婦情報(妊娠週数、合併症の有無、

妊娠経緯など)の集計を自動的に得ることができ

た。 

 

D. ①、②、③の考察 

 ① 阪神・淡路大震災では避難所に行く妊産婦

は7.7%であり、妊産婦の災害地からの退避が自然

発生的に行われたことになる。また、ミルクが確

保困難なことから低体重出産や育児が行われた可

能性がある。海外では、妊産婦やその家族などに

よる日頃からの教育と災害時計画を促し、できる

限り、災害地から退避させることを推奨している。

また、コミュニティの形成による地域の公助・共

助を重視している。このような考え方は、災害地

の負強を軽減し、妊産婦に対するリスクを軽減し

ようとする考え方である。使い捨て哺乳瓶の転用

だけでなく、災害時環境が劣悪であることも考慮

しなければならない。 

② 妊産婦情報を集約するシステムの開発： 

妊婦に関する集計が可能となれば、産科・婦人

科という特殊医療域での医療の集約が可能となり、

効率化が進むものと思われる。 

このシステムは妊婦に特化したものであり、現

在の広域医療情報システム：EMISと合わせて使用

することも可能かもしれない。現場の救護所内に

Wi-Fi環境があれば戸外の通信状況が悪くとも、救

護所ごとに設置されたコンピューター上で、妊産

婦の状況、人数、位置に関する集計を行うことが

可能となる。救護所での妊婦の整理を行う手間が

省くことができる。 

なお、この方式は妊婦に限らず一般避難所内で

の被災者管理にも応用できる可能性を秘めている。 

③災害時対応のありかた： 

 災害時対応では、資源(物資、救援者）、活動力、

情報、そしてこれらを有機的につなげるシステム

が揃っている必要があるが、これらを有機的につ

なげるシステムは不十分であると考える。欧米で

は、Business Continuity Plan (BCP)、Continuity 

of Operations Program (COOP)などによって災害

時に対応するに適した仕組みはあるが医療に対応

したものではない。一方、Hospital Incident 

Command System (HICS)では、米国の危機管理シス

テムをうまく医療分野に応用させたものであるが、

本邦の国情に合わせたシステムの開発が必要であ

る。 

1) 医薬品、疾患別特殊栄養などの備蓄が個人でで

きるように医療機関から処方できる仕組み、2) 医

療機関への通院時などの機会をとらえた災害時対

応に関する教育体制の構築、3) 災害時要援護者名

簿作成の促進(情報の集約）や災害時要援護者の状

態に関する情報(個人の情報の修得手段の確立）に

よって、日常から利用されるしくみが可能かもし

れない。これらを支援するのは、「地域の日常診

療における基礎体力」であり、医療における自助・

共助が発揮されて早く災害前の医療レベルに復帰

できるであろう。この基礎体力を支えるものは、

日常診療における情報収集、保健師の活動、地方

行政による老人関連施設入所者の把握であり、こ

れらを有機的につなげるシステムこそが日常診療

から継続的になされる防災システムとなると考え

る。 

 

E. 結 論 

 災害時要援護者に対する防災システムの構築に

は、その構成要素である資源、活動力、情報の整

備が必要であり、さらにこれらを統括する危機管

理体制となる防災システムの構築が求められる。

しかし、本邦にはこの防災システムの構築はこれ

からの課題であるが、地域の日常診療において培

われる仕組みのあるものであるべきと考える。 
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B. 研究方法(以下、上記年度の①、②、③に対応） 

①  使い捨て哺乳瓶の使用について：人工母乳の

授乳を確保するため、使い捨て哺乳瓶の使用に

ついて、東京大学医学部附属病院の授乳にかか

わる病棟・部署の看護師・助産婦にアンケート

調査を行った。 

調査項目: 

a. 使い捨て哺乳瓶の利用が有用な場合 

b. 使い捨て哺乳瓶の利点と欠点 

c. 組み立て式と組み立て不要式について 

d. 適切な予想価格帯 

② 妊産婦情報を集約するシステムの開発：シス

テム機能 

母子手帳の構成を見本にして、このアプリはア）

問診票、イ）災害時の豆知識の提供、ウ）母子手

帳記録、エ）災害時の位置情報提示機能、カ）デ

ータ管理(集計)、から構成されている。 

(ア)問診票：災害時現在の妊婦の身体状況を救護所

などで、妊婦数、1歳以下の乳児数、妊婦の傷

病有無、妊娠状況などを入力する。送信されれ

ば、自動的に集計される。 

(イ)平時から災害時の心構えや準備品、災害遭遇時

の対応について知ることができる。普段からの

関心によって減災に結び付けたい。 

(ウ)母子手帳記録：妊娠後母子手帳の交付を受けれ

ば、妊婦各自のスマートフォンにアプリをダウ

ンロードしておき、平時から母子手帳をスマー

トフォンのカメラ機能にて撮影記録しておく。

医師からの注意点、経過、連絡先、かかりつけ

医など特有の妊婦情報を記録できる。 

(エ)災害時の位置情報提示機能：各スマートフォン

の位置情報をONにしておけばGPSにより妊婦の

位置がわかるため、集計時に救護所などに滞在

している妊婦数が把握できる。 

(オ)データ管理(集計)：イ）、エ）からのデータを

自動的に集計し、CSV形式にて書き出しができ

る。 

 

C. 結果 

①使い捨て哺乳瓶の使用について： 

i. 母体から直接授乳できない場合、生活用水の使

用制限がある場合(洗浄が不要)に有用である

という意見が多かった。 

ii. 洗浄・消毒が不要であるが、ごみが増え、コス

トが高くなると指摘している。 

iii. 組み立て式は構造的に弱くても使い捨てであ

れば支障がない。むしろゴミとなることを考

えれば組み立て式の方がよい。また、自ごろ

から練習用の哺乳瓶を用いておくことも必要

である。日頃の収納の場所を取らないことを

指摘している。 

iv. 1本当たり、50円から500円まで妥当であると感

じると、価格帯が広い。 

v. 自由意見としては、抵抗力の弱い乳児には使

い捨て哺乳瓶が不可欠な対策である。また、

組み立て式はケースに入っているため損傷す

る危険が低く、持ち運びに便利である。 

②妊産婦情報を集約するシステムの開発： 

このシステムを実際に用いて災害訓練などで

模擬使用を行うことはできなかったが、災害時に

妊婦の場所、妊婦情報(妊娠週数、合併症の有無、

妊娠経緯など)の集計を自動的に得ることができ

た。 

 

D. ①、②、③の考察 

 ① 阪神・淡路大震災では避難所に行く妊産婦

は7.7%であり、妊産婦の災害地からの退避が自然

発生的に行われたことになる。また、ミルクが確

保困難なことから低体重出産や育児が行われた可

能性がある。海外では、妊産婦やその家族などに

よる日頃からの教育と災害時計画を促し、できる

限り、災害地から退避させることを推奨している。

また、コミュニティの形成による地域の公助・共

助を重視している。このような考え方は、災害地

の負強を軽減し、妊産婦に対するリスクを軽減し

ようとする考え方である。使い捨て哺乳瓶の転用

だけでなく、災害時環境が劣悪であることも考慮

しなければならない。 

② 妊産婦情報を集約するシステムの開発： 

妊婦に関する集計が可能となれば、産科・婦人

科という特殊医療域での医療の集約が可能となり、

効率化が進むものと思われる。 

このシステムは妊婦に特化したものであり、現

在の広域医療情報システム：EMISと合わせて使用

することも可能かもしれない。現場の救護所内に

Wi-Fi環境があれば戸外の通信状況が悪くとも、救

護所ごとに設置されたコンピューター上で、妊産

婦の状況、人数、位置に関する集計を行うことが

可能となる。救護所での妊婦の整理を行う手間が

省くことができる。 

なお、この方式は妊婦に限らず一般避難所内で

の被災者管理にも応用できる可能性を秘めている。 

③災害時対応のありかた： 

 災害時対応では、資源(物資、救援者）、活動力、

情報、そしてこれらを有機的につなげるシステム

が揃っている必要があるが、これらを有機的につ

なげるシステムは不十分であると考える。欧米で

は、Business Continuity Plan (BCP)、Continuity 

of Operations Program (COOP)などによって災害

時に対応するに適した仕組みはあるが医療に対応

したものではない。一方、Hospital Incident 

Command System (HICS)では、米国の危機管理シス

テムをうまく医療分野に応用させたものであるが、

本邦の国情に合わせたシステムの開発が必要であ

る。 

1) 医薬品、疾患別特殊栄養などの備蓄が個人でで

きるように医療機関から処方できる仕組み、2) 医

療機関への通院時などの機会をとらえた災害時対

応に関する教育体制の構築、3) 災害時要援護者名

簿作成の促進(情報の集約）や災害時要援護者の状

態に関する情報(個人の情報の修得手段の確立）に

よって、日常から利用されるしくみが可能かもし

れない。これらを支援するのは、「地域の日常診

療における基礎体力」であり、医療における自助・

共助が発揮されて早く災害前の医療レベルに復帰

できるであろう。この基礎体力を支えるものは、

日常診療における情報収集、保健師の活動、地方

行政による老人関連施設入所者の把握であり、こ

れらを有機的につなげるシステムこそが日常診療

から継続的になされる防災システムとなると考え

る。 

 

E. 結 論 

 災害時要援護者に対する防災システムの構築に

は、その構成要素である資源、活動力、情報の整

備が必要であり、さらにこれらを統括する危機管

理体制となる防災システムの構築が求められる。

しかし、本邦にはこの防災システムの構築はこれ

からの課題であるが、地域の日常診療において培

われる仕組みのあるものであるべきと考える。 
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図1．妊婦災害支援ネット（アプリ）  
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防災システム

災害時対応の成り立ち

資源
(医薬品、医療機器、被災者用食料・住居、

救援者)
例：DMAT、CSM、避難所、妊産婦救護所*

後方支援資源
(救援者用食料・住居)

活動力
例：災害訓練、各種研修会・講習会

情報
例:EMIS**、母子手帳アプリ*

*本研究により対応したもの、 **EMIS:Emergency Medical Information System
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図2．災害時対応の成り立ち 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

図3．HICS構成    

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4．災害医療のマネジメント 
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高水準の医療

一挙に元の水準へ
医療の不連続
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地域医療(基礎体力）
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基礎体力の増強
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図5．BCP策定の目的 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図6．BCP運用の特徴 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

   

   

  

 

  

BCP策定の目的
災害時に想定される企業の課題：

①重要業務中断に伴う顧客の他社への流出

②マーケットシェアの低下

③企業評価の低下

企業は、災害や事故被害でも利害関係者から

①重要業務が中断しないこと

②中断しても可能な限り短い期間で再開

表１

BCP運用の特徴

• ①被害想定
• ②重要業務の絞り込み
• ③その重要業務に対する被害想定
• ④被害想定に対する対策
• ⑤復旧に関わるボトルネックの洗い出し
• ⑥復旧に要する目標時間、
• ⑦意思決定機構と管理体制
• ⑧組織再編
• ⑨教育

表２

 

図7．医療版BCPの課題 

    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図8. COOP 

    

 

•計画と手順
•骨格となる機能
•権限代行
•権限代行順位
•活動拠点の代替
•情報通信の確保
•記録とデータベース作成
•人員確保
•研修と訓練
•指揮命令の権限移譲
•再構成

FUJITSU 57, 5 (2006)より改変

Continuity of Operations Program
(COOP：業務継続計画)の基本構成要素

表３

医療版BCPの課題

• 災害対応に関する目的の不明瞭

• 医療機関幹部の協力体制

• 組織全体の認識不足と協働性

• 職員の任期が短期間

• 組織化された活動の不慣れ

• 権限移譲による活動の不慣れ

• 形式的な訓練

• 平時における地域災害対応計画に関する多機
関連携の不足

表４
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